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全国一級水系で構築した分布型降雨流出モデルと d4PDFから得られる年最大降水量を用いて 59一級水系で
ダムがある場合とない場合の降雨流出計算を行い，ダムの治水効果の全国的な将来変化を分析した．基準地点

の洪水ピーク流量の比率（ダムあり/ダムなし）は一定規模以上の洪水で増加する水系と増加しない水系がある
ことがわかった．前者は降雨規模が大きく貯水容量が小さい九州や太平洋側，後者は瀬戸内海や日本海側に分

布した．計画規模に相当する洪水強度は 4度上昇シナリオのもとで全国的に増大し，両者の違いは現在の治水
容量によって決まることがわかった．また，4度上昇シナリオ下での異常洪水時防災操作に入る回数も治水容量
によって決まることがわかった．
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1. はじめに

近年，平成 30年西日本豪雨や令和元年台風 19号，令
和 2年 7月豪雨などの度重なる豪雨により，立て続け
に甚大な被害が発生しており，洪水の激甚化が顕著と

なっている．度重なる洪水災害や気候変動による将来

の豪雨の強大化・頻発化を踏まえ，国土交通省は既設

ダムの洪水調節機能の強化に向けた基本方針に基づき，

より柔軟なダム操作の実施可能性を検討して洪水被害

のさらなる軽減に取り組んでいる1)．

既設ダムの洪水調節効果に対する気候変動の影響は

国内外の様々なダムで評価されてきた2)3)4)．一方，全国

的な影響評価はダム諸量データの収集とモデル化に膨

大な労力が必要なことから容易でなく，既往研究では

ダムの治水・利水機能に及ぼす影響を評価した小島ら5)

などに限られている．さらに，洪水調節効果への影響

を評価するうえでは計画規模以上の洪水の発生頻度の

変化を適切に評価する必要があり，近年の気候予測計

算の大アンサンブル数を活用することが重要であるが，

両者を実現するにも多大な労力を要する．

これに対して，小林ら6) は日本全国一級水系 109流
域の洪水時ダム操作を考慮した降雨流出モデルを構築

し，大規模アンサンブル気候予測データベース d4PDF7)

を活用して計画規模以上の極値流量の全国的な将来変

化の傾向を分析した．ただし，気候変動によるダムに

よる治水効果への影響については北上川，淀川，吉野

川，大淀川の 4水系に限られており，全国的な分析が
なされていない．既設ダムが気候変動下で有効活用で

きる可能性を議論するうえでは，貯水能力や河川流量

の将来変化と将来のダムの治水効果との関係を全国で

網羅的に分析することが重要である．さらに，ダムが

満水となり流入量と同量を放流する異常洪水時防災操

作は急激な流量変動によってダム下流域に多大な影響

を及ぼすことから，ダム管理の視点ではダムが満水と

なる頻度の将来予測も重要な基礎情報となる．本研究

では，小林ら6)が構築したバイアス補正済み d4PDF降
雨データと降雨流出モデルを利用し，全国一級水系の

ダムによる洪水ピーク流量低減効果とダム貯留量の将

来変化を推定し，またその地域傾向について分析する．

2. d4PDF年最大降雨事例の降雨流出計算

本研究では，小林ら6)が構築した降雨流出モデル 1K-
DHM 8)から対象のダムを除いたモデル（以下，ダムな

しモデル）を用いて降雨流出計算を行い，小林ら6) に

よるダムがあるモデル（以下，ダムありモデル）によ

る計算結果と比較して d4PDF過去実験および 4度上昇
実験におけるダム効果の変化を全国の主要流域を対象

に分析する．ダムありモデルは，各水系でダムの集水

面積が基準地点の集水面積の 5% を超えるダム計 106
基を対象に，ダムの洪水調節機能をモデル化している．

ただし，利根川・淀川水系は，流域面積の大きさから
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図–1 対象水系における基本高水流量と d4PDF過去実験（ダ
ムなし）の計画年に対応する計算流量の比較図（赤丸）．

計画高水流量と d4PDF過去実験（ダムあり）の計画年
に対応する計算流量（小林ら6) 図-10のプロット）を併
記する（黒点）．

主要なダムでもその集水面積が基準地点の流域面積の

5%未満であるが，治水機能を持つ直轄ダムの数が多い
ことから降雨流出モデルに反映させている．本研究で

は，小林ら6)でダムモデルが実装されている 58一級水
系を対象とした（水系・ダム名は図–3参照）．

(1) d4PDFの概要と降雨データのバイアス補正

降雨データには「地球温暖化対策に資するアンサン

ブル気候予測データベース（d4PDF）」7)の日本周辺域

の領域実験のうち，過去実験および 4度上昇実験による
降水量データを用いる．小林ら6)は，気象庁解析雨量と

の確率分布のかい離が大きい 67水系を対象に，気象庁
解析雨量および過去実験における計画継続時間内の年

最大流域平均雨量のクオンタイル値の比を降雨強度に

掛け合わせて，年最大流域平均雨量の降雨事例（以下，

d4PDF年最大降雨事例）のバイアス補正済みデータを
作成した．本研究はこの年最大降雨データを 1K-DHM
へ入力した．

(2) 降雨流出モデルとダムモデルの概要

降雨流出モデル 1K-DHMは，流域を空間分解能 30
秒（約 1 km）のセルに分割し，各セルの斜面流出およ
び河道流下をキネマティックウェーブ式に基づいて計算

する分布型降雨流出モデルである．斜面要素では不飽

和・飽和中間流・地表面流型の，河道要素ではマニン

グ則による流量流積関係式を連続式と連立し，空間ス

テップ 25 m，時間ステップ 600秒で陰解法を用いて雨
水流を計算する 8)．

ダム操作には一定量放流方式や一定量一定率放流方

式等が採用されている．ダム下流の河川区間の河川整

備状況や中小洪水に対する治水効果を考慮して一定量

一定率放流方式を採用しているダムがあるが，河川整

備後は大規模な洪水に対応するために一定量放流方式

を採用することが基本となると考えられる．本論では，

基準点に対するダム治水効果の将来変化を全国的に分

析するためには同じダム操作方式で比較検討すること

が望ましいと考え，ずべてのダムで一定量放流方式を

仮定した．初期貯留量は洪水期制限水位に対応する利

水容量とする．したがって，有効貯留量から利水容量

を引いたものが治水容量となる．

ダムなしモデルの挙動を確認するため，基準地点に

おける基本高水流量とダムなしモデルによる計画規模

の確率年に対応する計算流量の比較を図–1に赤丸で示
す．参考のため，小林ら6) による計画高水流量とダム

ありモデルの計算流量を黒丸で併記する．計算流量は，

d4PDF 過去実験の年最大降雨事例から計算した 3,000
個の洪水ピーク流量にWeibull公式を用いて，計画規模
の再現期間に対応する流量として算定した．基本高水

流量とダムなしモデル（赤点）が 45度線上に分布して
いる．基本高水流量と本研究の計算流量は同じ確率年

に対応する流量値の算定過程が異なるものの，全体的

には計画高水流量と比較した結果（黒丸）と同様によ

く対応している．本研究では本モデルが洪水時の自然

流況を再現できるとして以降の分析を行った．

3. ダム治水効果の将来変化

気候変動によるダム治水効果への影響評価では様々

な指標が考えうる．本研究では，1)基準地点において
ダムありモデルとダムなしモデルの年最大降水量に対

応する洪水ピーク流量の比（以下，年最大洪水ピーク流

量比）と 2)ダムが満水となる再現期間を用いる．小島
ら5)は，利水機能を含めた多目的ダムの評価に焦点を当

てており，治水機能については流況曲線の第 1位の日
流量の平均値を用いている．本研究は，計画規模以下の

洪水から最大クラスまで様々な規模の洪水に対する治

水効果の特徴とその将来変化を分析するため，d4PDF
年最大降雨事例ごとの年最大洪水ピーク流量比を計算

し，その特徴と将来変化を分析する．

(1) 洪水規模と年最大洪水ピーク流量比の関係

d4PDF過去実験および 4度上昇実験のすべての年の
d4PDF年最大降雨事例に対してダムありモデルとダム
なしモデルでの基準地点における年最大洪水ピーク流

量比をダムなしモデルの洪水ピーク流量で整理した．例

として，北上川水系における結果を図–2-aに示す．図
上部の横軸は図下部の横軸のピーク流量に対応する再

現期間（下段が過去実験，上段が 4度上昇実験）を表
す．なお，4度上昇実験では再現期間ごとに 6種類の海
面水温上昇シナリオ（各計 900年分）のメンバ 6個の
平均値を示している．計画規模に対応する再現期間は

I_50



0 5000 10000 15000 20000 25000

0.75

0.80

0.85

0.90

0.95

1.00

ダムなしモデルのピーク流量[m
3
s]

年
最
大
ピ
ー
ク
流
量
比
（
ダ
ム
有
り
／
ダ
ム
無
し
）

2 10 100 1000
再現期間（過去実験）[年]

2 5 10 50 100 500 900

再現期間（4度上昇実験）[年]

過去実験
4度上昇実験
d4PDF計画規模流量
基本高水

図–2-a 北上川
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図–2-b 斐伊川

図–2 ダムなしモデルによる洪水ピーク流量の計算値と洪水ピーク流量の比（ダム有り /ダム無し）の関係．青線は過去実験，
赤線は 4度上昇実験の海面水温の将来予測アンサンブルの平均値を示す．

過去実験と 4度上昇実験でそれぞれ 150年と約 40年で
あり，計画規模以上の洪水事例はそれぞれ 3,000 個中
20個および 900個中 22個であった．
年最大洪水ピーク流量比は，各ダムの流入量の増加

に伴って小さくなり，ダム治水効果が大きくなる．さら

に洪水規模が大きくなり，ダム流入量がピーク時刻の

前に満水になると年最大洪水ピーク流量比が 1.0 に近
づき，基準地点の洪水ピーク流量低減への寄与が小さ

くなる．その結果，年最大洪水ピーク流量比のグラフ

は洪水ピーク流量比が減少から増加へ転じる極小値を

持つ．過去実験（青線）と 4度上昇実験（赤線）を比
較すると， 4度上昇実験の方がより短い再現期間で極
小値を取り，同じ確率規模の洪水に対してダムによる

基準地点の洪水ピーク流量低減への寄与が小さくなる．

一方，斐伊川（図–2-b）のように 4度上昇実験の最大規
模の洪水に対してもダムが効果を発揮し続け，d4PDF
の範囲では明瞭な極小値をもたない水系も存在する．

(2) 基準地点におけるダム治水効果とその将来変化の

全国的な分析

ダムによる基準地点の洪水ピーク流量低減効果は，あ

る再現期間から寄与が小さくなる水系と最大規模の洪

水でも持続する水系に分けることができる．そこで，4
度上昇実験を対象に年最大洪水ピーク流量比の極小値

の有無を目視により判断し，極小値を持つ水系を V字
型水系，明瞭な極小値を持たない水系を効果持続型水

系とした．全対象水系において極小値に対応するダム

なしモデルの洪水ピーク流量の再現期間を日本地図上

に表示したものを図–3に示す．V字型の水系には各実
験での再現期間を示し，効果持続型水系は両実験とも

青色で示す．

効果持続型の水系は中国地方，四国地方の瀬戸内海

側および日本海側に多く分布している．一方，V字型
水系は九州南部や東北地方太平洋側を中心に広く分布

しており，過去実験でも 10～ 50年以下の再現期間で
極小値を迎える水系も存在する．4 度上昇実験ではそ
の再現期間はさらに短期化し，ほぼすべての水系で 50
年以下の再現期間となり，4度上昇気候下ではＶ字型水
系においてダムによる下流での治水効果の地域差がよ

り明瞭になる．なお，全ての V字型水系が過去実験で
極小値を持つことを確認しており，4度上昇実験で初め
て極小値を持つ V字型水系は存在しなかった．一方で，
極小値の再現期間が 100年以上（図–3の緑色）の中に
は，後志利別・沙流川・嘉瀬川・球磨川水系など過去実

験において極小値の再現期間が 1,000年程度となる水
系も見られた．これらの水系は，現在の気候では極端

洪水に対してもダムが治水効果を発揮するが，4度上昇
下の気候で初めて極端洪水発生時に治水効果の低減を

経験することになる．

(3) ダム治水効果の地域性の要因分析

4度上昇実験の極端洪水においてもダムが治水効果を
発揮し続けるか（効果持続型水系であるか）は，ダムの

貯水能力を決める貯留量や現在気候での洪水規模，4度
上昇実験における洪水規模の増加に左右される．そこ

で，V字型水系と効果持続型水系を分ける要因として，
ダムの貯水能力，現在気候での雨量規模および 4度上
昇実験における洪水規模の 3点を確認した．
ダムの貯水能力の指標には，治水容量をダム流域面

積で割った相当雨量を用いる．ただし，水系に複数基
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図–3-a 過去実験全国図 図–3-b 4度上昇実験全国図

図–3 V字型水系で極小値（洪水規模の増加に伴ってピーク流量比が減少から増加に転じる洪水ピーク流量）の再現期間と効
果持続型水系の全国図．
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図–4 V 字型水系および効果持続型水系での相当雨量の比較
図．黒点および赤点は水系内にそれぞれ 1 基および複
数基の対象ダムが含まれる水系を表す．

のダムが存在する場合は複数の計算方法が考えられる．

水系に単一のダムが存在する場合と同様に考えると，

水系中の N 基の各ダムの治水容量の総和
∑N

i Vi を集

水面積を Ai の総和
∑N

i Ai で割って相当雨量 rcap =∑N
i Vi/

∑N
i Ai とする方法が考えられるが，この指標

はダムが複数存在することで下流のピーク流量がより

低減する効果を表現できない．例えば，すべてのダム

が同じ容量 Vi = V0，同じ集水面積 Ai = A0 を持つ場

合，相当雨量は rcap =
∑N

i Vi/
∑N

i Ai = V0/A0となっ

てダムが 1基の場合と同じ値になる．ダムがN 基存在

する影響を考慮するため，相当雨量をN 倍し，rcap =

N
∑N

i Vi/
∑N

i Ai と定義する．この相当雨量は，すべ

てのダム群を治水容量 V =
∑N

i Vi，集水面積が各ダム

の平均値 Ā =
∑N

i Ai/N となる 1基の巨大なダムとみ
なした場合の単一ダムの相当雨量 rcap = V/Āと解釈

できる．ただし，モデル上のダム操作は下流のピーク

流量を最小化する操作ではないため，厳密には巨大な

一つのダムと見なせるわけではなく，ダム群の治水能

力はダムの位置関係に影響される．ここではダム（群）
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図–5 V字型水系および効果持続型水系での d4PDF過去実験
の 100年確率流域平均雨量の比較図．

の相対的な貯水能力を表す指標として上記の相当雨量

を用いた．なお，単一のダムを持つ水系ではN = 1と

なりそのダムの相当雨量に一致する．

V字型水系と効果持続型水系で相当雨量を比較した
図を図–4に示す．複数のダムを持つ水系（赤点）では
容量が大きくなる分，相当雨量が大きくなる．両分類

を比較すると，その平均的な相当雨量には明瞭な差が

あることがわかった．両者の分布は 2標本 K-S検定で
有意水準 1%で有意に異なった．
次に，現在気候での雨量規模として d4PDF過去実験
の 100年確率流域平均雨量を図–5に示す．ダムの貯留
規模とは対照的に，100年確率流域平均雨量は V字型
水系の方が大きく，両者の分布は 2標本 K-S検定で有
意水準 1%で有意に異なった．なお，図–4を治水容量
V =

∑N
i Vi と平均集水面積 Āに分解すると，どちら

も V字型水系の方が大きい傾向であった．V字型水系
の方が極値雨量の雨量規模が大きいことと合わせて考

えると，V字型水系は元々の降雨規模が大きい地域に
あり，それに対応するため治水容量の大きいダムが建

設されてきたといえる．一方，V字型水系ではダムの
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図–6 V 字型水系および効果持続型水系での小林ら6) による

100年確率洪水ピーク流量の変化率の比較図．
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図–7 本研究の対象水系における各ダムが満水となる再現期
間．青丸と赤丸はそれぞれ d4PDF過去実験と 4度上昇
実験の結果を表し，変化を実線で示す．ダム番号に対応

するダム名は図–3参照．

集水面積も大きく，その結果相当雨量が相対的に小さ

くなり，大きな洪水規模に対するピーク流量低減効果

が発揮されにくくなると考えられる．

最後に，各型の 100年確率洪水ピーク流量の過去実
験から 4度上昇実験への変化率を図–6に示す．各型の
水系で大きな違いはなく，2 標本 K-S 検定でも有意に
異ならなかった．このことから，洪水ピーク流量の増

加率が高い地域と V字型水系はおおむね対応するもの
の，4度上昇気候下での洪水ピーク流量低減効果は洪水
ピーク流量の増加率ではなく，上流のダム（群）の相

当雨量（治水容量と集水面積のバランス）と現在気候

の外力に大きく左右されることが示唆された．

4. ダムの満水頻度の将来変化分析

次に，過去実験および 4度上昇実験においてダムが満
水となる再現期間をダムごとに示した図を図–7に示す．
ダムが満水となる再現期間は，d4PDF年最大降雨事例
における最大貯留量が治水容量となる年数からWeibull

0 100 200 300 400 500

相当雨量 [mm]

ダ
ム

が
満

水
と

な
る

再
現

期
間

 
[
年

]

10

100

1000

3000

過去実験
4度上昇実験

図–8 各ダムの相当雨量とダムが満水となる再現期間の関係．
青丸と赤丸はそれぞれ d4PDF過去実験と 4度上昇実験
の結果を表す．

公式により算定した．年最大洪水ピーク流量比と同様

に，4 度上昇実験では 6 種類の海面水温上昇シナリオ
の平均値を用いた．まず，再現期間 10年以下で満水と
なるダムが複数存在することがわかる．これらのダム

では，ダム統計情報9) においても多くの年で最大貯留

率が 100%となっている．ただし，最大貯留率が 100%
であっても，満水となるまでの洪水制御により下流の

ピーク流量低減効果は発生するため，必ずしもピーク

流量低減効果が発揮されないわけではない．

北海道・東北・関東・北陸地方では，過去実験におい

て再現期間が 10年を下回るダムはほぼ存在せず，現状
ではダムが満水となる頻度が他の地域に比べて低い様

子が読み取れる．一方，4度上昇実験ではすべての地域
で過去実験よりも再現期間は短期化した結果，北海道・

東北・関東・北陸地方でも複数のダムで再現期間が 10
年を下回り，困難な洪水調節操作の高頻度化が想定さ

れる．各ダムの相当雨量および満水となる再現期間の

関係を図–8に示す．過去実験（青点）に比べて 4度上
昇実験（赤点）では全体的にダムが満水となる再現期

間が短期化する一方，4度上昇実験においても再現期間
は相当雨量と対応していることがわかる．相当雨量と

再現期間を直線回帰したときの回帰係数に対して t検定
を行うと，係数がゼロである帰無仮説は両実験とも有

意水準 1% で棄却された．ダムの異常洪水時防災操作
となる頻度という観点でも，治水容量の確保が気候変

動下でも重要であることが示された．

5. おわりに

気候変動による洪水災害の激甚化が懸念されており，

その対策が急務となっている．洪水によるピーク流量

や浸水被害に対する影響評価は全国的な評価がなされ
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始めているが，ダムの治水効果に関する評価は個別の

ダムを対象にすることが多い．本研究では，小林ら6)が

構築した降雨流出モデル 1K-DHMを用いて 59水系を
対象に d4PDF年最大降雨事例における自然流況計算を
行い，ダム操作を考慮した小林ら6) の計算結果と比較

することで水系全体としての主要ダムによる洪水ピー

ク流量低減効果の特徴とその将来変化を全国的に分析

した．得られた結論を以下に示す．

1) ダムによる治水効果は水系によって 4度上昇実験
でも効果を発揮し続ける場合（効果持続型）とあ

る再現期間からダムによる基準地点の洪水ピーク

流量低減への寄与が小さくなる水系（V字型）に
分けることができる．

2) 4 度上昇気候における両者の治水効果の持続性の
違いは，ダムの相当雨量と極値雨量の規模の関係

によって決まり，相対的に 100年確率降水量が相
当雨量が小さい九州南部や東北地方太平洋側にお

いて V字型水系が多く見られる．逆に，効果持続
型の水系は中国地方，四国地方の瀬戸内海側およ

び日本海側に多く分布する．

3) V字型水系は，4度上昇実験で 50年確率以上の洪
水に対してダムによる下流の洪水ピーク流量低減

効果が小さくなり，下流の治水効果の地域差が効

果持続型より明瞭になる．

4) 4 度上昇実験ではダムが満水となる再現期間がす
べてのダムで短期化した．どちらの気候でも満水

となる再現期間は相当雨量に対応しており，気候

変動下でも治水容量の確保が異常洪水時防災操作

の防止に対して重要である．

分析全体を通して，ダムによるピーク流量低減効果

の持続性や満水となる頻度は，将来の洪水ピーク流量

の増加率に支配されるのではなく，ダムの相当容量に

大きく影響を受けることがわかった．事前放流を中心

FUTURE CHANGES OF FLOOD CONTROL EFFECT BY DAM RESERVOIRS
OVER JAPAN USING d4PDF

Tomohiro TANAKA, Keiichiro KITAGUCHI and Yasuto TACHIKAWA

Future changes of flood control effect (FCE) by major existing dams were analyzed for 59 river systems
all over Japan using d4PDF rainfall data and the rainfall-runoff model 1K-DHM. The rate of flood peak
discharge with/without dams increased for floods over a particular magnitude (FCE was reduced) for some
river systems near the Pacific Ocean and not (FCE was remained) for ones near the Seto Inland and Japan
Seas. The former has smaller dam capacity despite receiving heavier rainfall, where larger future changes
of extreme discharge are projected but its impact was not significant. Similarly, the frequency of emergency
operation is also related to the flood storage, indicating that flexible dam operation such as preliminary
release will make a significant contribution to flood control in a changing climate in Japan.

としたダムの弾力的な運用によって利水容量を一時的

に治水容量に活用することが，気候変動下のダムの治

水効果に大きく寄与することが示唆された．
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